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第３２節 危険物等災害対策計画 

 

 

《 基本方針 》 

 危険物による災害は、その性質上、大災害に発展する危険性が大であり特に迅速な措置を要するの

で、関係機関は密接な連絡協力のもとに迅速かつ的確な災害応急対策を実施するものとする。 

 

 

 

第１項 危険物災害対策  

 

１．消防本部、消防団 

（１） 施設の管理者、危険物保安監督者及び危険物取扱者等に対して、次に掲げる措置を当該危険

物施設の実態に応じて講ずるよう指導する。 

1） 災害の拡大を防止するための施設、設備の整備及び緊急措置要領の確立。 

2） 危険物による災害発生時の自主防災活動組織と活動要領の確立。 

3） 災害状況の把握と状況に応じた従業員、周辺地域住民に対する人命安全措置及び防災関係機

関との連携活動の確立。 

（２） 施設の管理責任者と密接な連絡を図り、災害の拡大を防止するための消防活動、被災者等の

救出、警戒区域の設定、広報活動及び避難の指示等必要な応急対策を実施する。 

 

２．応急措置の方法 

危険物による災害は、その性質上、大災害に発展する危険性が大であり、特に迅速な措置を要す

るので、関係機関は密接な連絡協力のもとに迅速かつ的確な災害応急対策を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１項  危険物災害対策 

第２項  高圧ガス災害対策 

第３項  火薬類災害対策 

第４項  毒物劇物災害対策 

 

《危険物災害における管理者の応急措置の基本》 

ｱ．関係機関（市、警察、消防機関）への通報 

ｲ．初期消火等の応急措置 

ｳ．施設内及び近辺の人員の誘導、避難の指示等 

ｴ．警戒区域の設定 

ｵ．広報活動 

（事前に各施設での応急対策計画を立案しておく。） 
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３．緊急時の連絡系統図 

市長は、災害が広域、激甚と予測され、応援の必要があると認めた場合は、消防本部と連携して、

県及び関係消防機関に応援を要請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２項 高圧ガス災害対策 

 

１．高圧ガス災害対策 

 高圧ガスによる災害の発生、またはそのおそれがある際には、関係機関からの要請に応じ、施設の

管理責任者と密接な連絡を図り、災害の拡大を防止するための消防活動、被災者等の救出、警戒区域

の設定、火気使用禁止広報及び避難の指示等必要な応急対策を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【災害鎮圧出動関係】 

筑紫野消防署（即時出動） 

太宰府消防署（即時出動） 

消防団 

 

筑紫野警察署 

九州電力㈱福岡南営業所 

春日・大野城・那珂川消防本部 

福岡市消防局 

糟屋南部消防本部 

【応援出動及び消火剤、中和剤要請】 

甘木・朝倉消防本部 

飯塚地区消防本部 

危険物施設（災害発生場所） 

消防本部（通信指令室） 
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                《  福岡県高圧ガス防災体制 》 

 

ｱ． 目  的 

この体制は高圧ガスによる災害に対処し、これに伴う業務を迅速かつ的確に処理

することにより公共の安全を確保することを目的とする。 

ｲ． 構  成 

福岡県工業保安課及び各商工事務所 

福岡県防災危機管理局防災企画課 

福岡県警察本部及び各警察署 

各市町村消防機関 

社団法人福岡県高圧ガス保安協会 

社団法人福岡県ＬＰガス協会 

福岡県冷凍設備保安協会 

福岡県エルピーガススタンド協会 

九州地区高圧ガス防災協議会福岡県支部 

ｳ． 応援体制 

高圧ガス関係保安団体は関係機関からの派遣要請を受けた場合は、防災担当者を

指名して、災害現場に派遣する。 

ｴ． 身分証明 

高圧ガス関係団体及び九州地区高圧ガス防災協議会福岡県支部の防災担当者が事

故現場に立入るときは、その身分を証する腕章を呈示し、警察職員または消防職員

（団員）と協力し、適切な措置を講ずる。 

ｵ． 連絡会議 

本体制の目的達成のため必要があるときは、連絡会議を開催する。 

ｶ． 事故措置 

  事故発生に際しては別途「高圧ガス事故措置要綱」による。 

 

 

                    《 福岡県高圧ガス防災体制本部機構 》 

 

ｱ． 本部は別に定める事故（Ａ級・Ｂ級）の発生状況に応じ設置する。 

ｲ． 本部は、原則として福岡県に置き、必要に応じ各商工事務所または事故現場に現地

対策本部を設置する。 

ｳ． 現地対策本部の機構は、本部機構に準じ、災害の規模に応じて編成し、現地対策本

部の活動に際しては関係機関の協力を求める。 
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第３項 火薬類災害対策 

 

１．火薬類災害対策 

 火薬類による災害発生、または、そのおそれがある際には、関係機関からの要請に応じ、火薬の運

搬停止等の緊急措置、災害の拡大を防止するための消防活動、被災者等の救出、警戒区域の設定、避

難の指示等必要な応急対策を実施する。 

 

 

 

第４項 毒物劇物災害対策 

 

１．毒物劇物災害対策 

（１） 火災に際しては施設の延焼防止のための消防活動を実施するほか、汚染区域の拡大防止措置

を実施する。 

（２） 周辺の毒物劇物施設が、被害を受け、毒物劇物が飛散漏えい、保健衛生上危害が発生し、ま

たは、そのおそれがある際は、営業者及び毒物劇物取扱責任者に対し、危害防止のための応急

措置を講じるよう指示するほか、毒性、劇性の危険区域を指定して警察、消防関係機関と協調

し、交通遮断、緊急避難、広報活動等の必要な措置をとる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《 毒劇物災害通報系統図 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事故発生当事者 

発 見 者 

そ の 他 

福岡県保健医療介護部薬務課 

生産指導係 643-3286 

 

筑 紫 保 健福 祉 環 境 事 務所  

513-5610 

消 防 署 1 1 9 番 

警 察 署 1 1 0 番 


